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Summary
Itwouldbeidealincultivatingvegetablesthatthereiselloughspaceofarablelandto
managetherotationofcrops,butthesuitabilityofcropstothelandwillbemoreimportant,
takingintoconsiderationthenaturalands㏄ialconditionsofthelands.Oneofthemainpur-
poses.ofthisessayistodealwiththeactualconditionsoftheagricultUralproductioninusing
facilitiesandtoshowtheinevitabilityofsuchproductionmethodbecomingindigenousto
Japaneseagriculture,butfirsttheoveralltrendofvegetableproductionwillbediscussed.
1.は じ め に
近年,経 済の国際化のなかで,し か も農業の国際化の進展がみ られ るなかで,日 本農業,こ と
に 「土地利用型 の主穀農業」は,土 地所有,土 地利用,資 本や労働力等の諸問題 で苦悩 の真只中
にあ る。 これに対 して,施 設型農業1)または装置型農業 の展開には見るべ きものがあ る。今 日の
わが国においては,農 業経営がその経営耕地 面積を大幅に拡大することな く,粗 収益 を増大 させ
る方策の 一つ として,施 設型農業一 野菜2)園芸一一一の果たす役割は極めて大きい とい えるであ
ろ う。
野菜栽培は,も ともと農家での 自給 を 目的 として行われ ていたのであ るが,野 菜はその性質か
ら,貯 蔵性が欠如 している ものが多 く,こ のため,こ れの市場供給のために,大 消費地 に隣接す
る都市近郊地域 を中心 とす る 「近郊農業」 と して発達 してきたのであ る。 野菜はその種類 ・品種
に よって,各 々生育適温や生育限界温度が存在 し,そ の種類 ・品質固有の栽培環境一 温度 ・湿
度 ・光 ・炭酸 ガス ・土壌条件一 一が維持 され ることに よって,野 菜生産が可能 となる。 しか し,
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人口の大都市地域集中を契機として,そ の大都市地域における消費量が増大 し,消費地から遠隔
の地においても,例えば温暖な気候を利用 した 「暖地農業」,冷涼な気候を利用 した 「高冷地農
業」にみられるように 「遠郊農業」の展開がみられ,比 較的大規模な作付け3)がなされるように
なってきている。 これを可能に したのは,①高速道路網の整備や在来幹線道路の整備,②運搬車
両の性能向上,③産地における予冷施設の設置や保冷車両の導入等の要因である。 しか し,高冷
地における露地野菜産地における出荷調整の実状をみれば明らかなように,野菜生産も商品生産
であるから,一方で常に過剰生産,過剰出荷による市場価格の下落という危険要因を内包 してい
る。農業生産物のなかでも,野菜類は価格が騰貴すると,新興産地の新規参入や既存産地におけ
る作付け面積の急速な拡大によって,生産過剰 となる傾向が特に強 くみられるものである。もと
もと露地野菜生産は多額の資本の増投を伴わずに,野菜の種類間の転換 ・作付け面積の伸縮があ
る程度可能なものであり,これがために,しば しぼ生産過剰となるのである。このような場合に
は,農業経営は価格の下落による減収を,家計費の切 り下げによって補填する傾向が強 くみられ
る。また,耕地面積が狭小な産地において,商品生産を前提とした野菜生産に重点がおかれる時
には,同一圃場において同…作物の 「連作」をせざるをえず,これが連作障害による品質低下,
農薬多散布による農業従事者の健康阻害や残留農薬問題等を生起 させる原因 ともなっている。近
年,減農薬 ・有機栽培の野菜に対する,消費者の関心は著 しく高まり,農薬に汚染されていない
野菜にたいする購買意欲は拡大 しているように思われる。消費者は,価格条件だけで野菜類を選
択するわけではなく,食料品としての栄養価,安 全性,鮮 度や嗜好 も選択を左右する要因であ
る。 しか し,栽培技術の面からすれぽ,土 壌燥蒸剤,殺 虫 ・殺菌剤などの農薬を使用 しなけれ
ぽ,「生産を目的 とする野菜栽培」が困難にな りつつあるし,実際に,農薬の使用 ・有機質肥料
の使用 ・客⊥の実施等によって,相当長期間にわたっての連作が可能であるのも事実である。こ
のようなことから,野菜生産は必ず しも農地の経営間移動を伴わないで,高水準の農業所得確保
を期待 し得る分野の一つであるといえる。改めて述べるまでもなく,わが国の農業の耕地面積は
比較的狭小なものが多い。そのような農業経営が,経営耕地を最大限に利用 して「自立経営農家」
一 農業従事者が正常な能率を発揮 しながらほぼ完全に就業することができる規模の家族農業経
営一 として,粗収益を確保するためには,まず現有の耕地を専作的に活用 して作 目の多様化を
図らなけれぽならない。その場合に導入され るべき基幹作物の一つが野菜であるといえるであろ
う。戦前から戦後にかけてみられた野菜作は,水田稲作を経営の中心に していた地域において,
水田稲作経営にたいする付随的部分とみられた し,戦後も高度経済成長や昭和41年に,野菜生
産出荷安定法が公布施行されるまでは,野菜作も水田稲作に付随した作目としての位置でしかな
か ったのである。 しか し,その後は野菜は水田稲作に付随 した位置から離れて独立した,しかも
専作的な作 目としての位置を占め,そ して基幹的作目の一つに数えられるようになってきた。も
ちろん,土地利用型の主穀農業一 水田稲作一 は,今後 ともわが国の農業において重要な役割
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を果 してゆ くことに変わ りはない。 ところで野菜生産 において も,経 営耕地面積 が広大で,種 類
ごとの作付け面積が広い ことが望 ま しく,ま た,理 想で もある。 しか し,そ れ以上に,野 菜作に
おいては,そ の地域 の自然的 ・社会的条件に,最 も適 した作 目 ・作型を取 り入れ,「適地適作」
をはか ってい くことが必要であろ う。本稿では,キ ュウ リの施設園芸生産についてその実態を把
握 し,施 設野菜園芸が 日本農業に定着 してきた必然性は何か,ま たその課題は何か とい うことを
考究す るのが主た る目的であ るが,そ の前に野菜生産の総体的動 向を概観す ることと したい。
2.わが国における野菜生産の展開と施設野菜園芸導入の必然性
一時的 ・過渡的に極端 な価格変動に悩 まされ なが らも,わ が国の野菜生産 の重要性は高 ま りを
見せつつある。 これは,野 菜の作付け面積が必ず しも増大 していないに もかかわ らず,農 業粗生
産額に占める野菜の地位が高 まっていることに もあらわれている。近年,国 際化が急速に進展す
るなかで,わ が国の農業がさらなる発展 を遂げてい くためには,野 菜生産の重要性 もさらに高 ま
ってい くことにな るであろ う。例 えぽ,1960年(昭和35年)には,野 菜の農業粗生産総額に 占
め る割合 は9.1%であった ものが,1989年(平成元年)に は21.0%にまで上 昇 してお り,そ の拡
大傾向は著 しく顕著であ る。 また,そ の需要側面 より見ても,わ が国の食文化 ・食習慣に支えら
れて旺盛 なものがあ り,野菜 の産地形成事業が積極的に推進 され た結果,一 経営単位当た りの経
営規模 は拡大の方向にむか っている。
野菜はその生態特性に適合 した,最 も良い季節に露地栽培を行 うことが,生 産費を低減 させ る
合理的 な方法 である。反面,露 地 栽培 では,収 穫時期が季節 に よって支配 され る傾向が強 いた
め,出 盛 り期 と端境期での出荷量の偏 りがみ られ ることとな る。 出盛 り期には当然の ことなが
ら,農 業生産物が市場に集中 して市場価格が暴落す る場合 もある。野菜はその原産地,伝 来の由
来がまち まちであ り,新 品種の育成に よ り同一地域において周年的に安定生産 ・安定供給 を達成
す ることは困難である。従 って,こ の出盛 り期を さけて,本 来 であれば端境期にあたる時期に出
荷 し得 るよ うに 「促成栽培」方式等の導 入によって,本 来の出盛 り期 よ り時期 をはやめて市場出
荷 をさせ よ うとす る試みがなされ る場合 もある し,ま たその逆 に,市 場 出荷時期を遅 らせ るため
に 「抑制栽培」方式 が導入 され る場合 もある。 このため,野 菜類の周年的安定生産 ・安定供給の
ために,露 地栽培 とともに,園 芸施設 を利用 した 「施設栽培」が導入 され るようにな ってきてい
るのである。 この現象面を惹 き起 こ した要因は次の ように指摘す る ことがで きるであろ う。すな
わちそれ は,ま ず,野 菜類就中果菜 とい う作 目の性格 自体一 収穫作業過程における労働集約的
性 格一一一にある とい うことであ る。 果菜類は,農 業経営が施 設利用単位面積 当た り利益率の追
求,ま たは資本収益率の追求をす るのに最 も適 した作 目である。農業経営が経営内の持続的な資
源最適配分指向への傾斜を強め,そ の指向を可能 に し促進する動因 となるその生産物 の販売側面
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での市場価格が,原 価を回収 し,な おかつ適正な余剰が生ずる水準に維持 され る限 りは,施 設野
菜栽培は拡大 してい くといえるであろ う。更に,行 政の農業政策(農 業補助金の給付や農業金融
の優遇措 置)や 農業法制のあ り方,し か もそれの実践的別動隊 ともいえる農業団体,な かで も指
導奨励的役割 と利益代表的役割の両方を典型的に示 して いる系統農協のあ り方等 が現象面創 出の
要因 といえるであろ う。イ ネ ・ムギのよ うな食用作物が,わ が国では一般的に適期一作 で,そ の
収穫時期 が限 られ,乾 燥貯蔵 の うえ,そ の需要に応 じて周年的 に供給 され るのに対 して,野 菜類
は前述 した ように貯蔵性が欠如 しているものが多 く,必 要に応 じてその都度栽培 されなければな
らない ものが多い。 このため,新 品種 の開発や異 なる作型4)の導入に よって,周 年的に市場 に出
荷する方式が取 り入れ られなけれぽならないのであ る。野菜はその生態特性か らみて,集 約的な
管理を必要 とす るものが多い。野菜のなかで も特に果菜類は収穫が長期間にわた るため,収 穫 ・
選別 ・包装'出 荷に非常に多 くの労働 力を必要 とす る。 例えば,農 林水産 省 「野菜生産費調査」
(平成元年)に よれば,10a当た りの所要労働時間は,キ ュウ リの ハウス半促成栽培 では1258.
8時間,ト マ トのハ ウス半 促成 栽培 で1056.7時間,秋 冬 ど りネギ408.4時間,春 ど りダイ コン
163.5時間,夏 秋 ど りレタス105.2時間,秋 ど りハ クサイ75.1時間 とな ってい る。 この ように,果
菜類は多 くの労働力を必要 と し,野菜 のなかで も比較的 多 くの労働 力を必 要 とす るとされ るネギ
の約2倍 を要す る。葉 ・茎菜類 のなかで も,ネ ギが多 くの労働 力を必要 とす るのは,播 種,育
苗,定 植 の栽培管理過程があ り,ま た収穫後,根 の部分を切 りと り,さ らに1芯2～3葉 になる
まで外皮 を剥 く作業過程があ るため,こ の 「カワ剥 き」 に,多 くの労働力を必要 とす るためであ
る。剥いだ後,選 別,包 装す るため重量比 で約40%もの 「調整損耗」 が生ず る こともつけ加 え
ておかなければならない。 また,ホ ウレンソウ,コ マツナ等は,1株 当た りの重量 も軽 く,そ れ
を各 々400g程度 の小束 に結束す るため,多 くの労働力を必要 とす る「労働 多投的野菜」であ り,
農業経営 の労働力構成如何で作付け面積が規定 され る性 格の強い野菜 であ るといえる。 要す るに
「露地野菜園芸経営」は資本粗放的 ・労働集約的特質を有す る とい うことがで き,他 方 「施設野
菜園芸経営」は資本集約的 ・労働集約的特質を有す るとい うことができる。 なお,施 設野菜園芸
経営 においては露地野菜 園芸経営 と比較 して,そ の性格上 よ り一層新技術の導入が図 られるもの
が多 くなる。
近年,特 に1965年以降のわが国におけ る施設野菜園芸 の伸びは著 しく,野 菜生産 の一部門 と
して完全に定着 したよ うに思われ る。その野菜生産上に しめる施設園芸での作付け規模 も,例 え
ば,1965年に5,200haであ った ものが,そ の10年後の1975年には24,000haに,さらにそ の10
年後 の1985年には39,500haへと拡大 して きてい る。 また,総 収穫量7こ占める施設野菜 の割合は
キ ュウ リ61%,トマ ト65%,ピーマ ン68%,ナス38%,レ タス5)33%(農林水産 省 「野 菜生産
出荷統計」平成元年)と な ってい る。他方,露 地野菜生産は,慢 性的 にみ られ る生産過剰によっ
て,そ の市場価格は不安定であ り,作 付け面積に も低減傾向がみ られ る。前述 のよ うに野菜生産
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については 「主要な野菜についての生産地域における生産 ・出荷の安定を図ることによって野菜
農業の健全な発展 と消費生活の安定を図ることを目的」(法,第1条)と して,昭和41年に野菜
生産出荷安定法が施行された。野菜生産出荷安定法においては 「野菜産地の指定」「消費(出荷)
地域の指定」「野菜の種類の指定」等がなされる。同法第2条 第2項 で 「政令」で定めるとした
野菜は12種類である。同法で 「野菜産地」に指定 されれば,指定野菜の価格の著 しい低下があ
った場合に,野菜出荷安定資金協会を通 して,生産者補給金の交付を受け得るという施策も講ぜ
られている。 しかし,同法施行令第2条tC定める 「法定作 目」であっても,野菜指定産地に指
定されなければ野菜の作付けができないというわけではなく,野菜指定産地に指定されない産地
での農産物(野 菜)も消費地域市場に出荷される場合 もあるのである。一時の野菜価格の高騰の
影響を受けて,その作付け面積が急速に拡大 されてきたのであるが,市場価格が不安定で作付け
面積に低減傾向がみられるということは,過剰作付け面積の調整期にあるとみてよいであろう。
このことから,野菜作において行政が講 じたこの施策は適正であるにも拘らず,資本主義的生産
の矛盾が コントロールされずにそのまま,本質的矛盾 として発現 している一つの実例 といって差
し支えないであろう。他方,施設野菜園芸は季節感の欠如という難点があるに しても,消費者の
所得水準 ・生活水準の向上によってもたらされた野菜の周年的な消費需要には旺盛なものがある
こと,また,この野菜供給側面からの所得拡大欲求に旺盛な ものがあること,この諸要因が両両
相倹 って,そ の普及を加速 させたといえるであろう。
3.キ ュウリの施設園芸生産とその所得変動要因
(1)施設園芸の普及とキュウ リの作型分化
野菜 としてのキ ュウ リの特徴は,果 菜類のなかで も トマ トや ナスに比べて比較的成長 が早 く,
播種後 お よそ60日で収穫 を開始 で きるこ とであ る。 従 って,播 種期 を早め るこ とに よって,収
穫開始時期 も連動 して早め られ るので,市 場価格の高い端境期に出荷 しよ うとして 「前進化」6)
の努 力がな されて きた。昭和20年代後半以降急速 に普及 した小型 トソネルに よる早熟栽培は,
露地 栽培 よ りもキ ュウ リの収穫時期 を確実に30日以上早め させた。 その後,大 型 トンネルを使
用 して,小 型 トンネル早熟栽培を さらに前進化 させ た,い わゆ る半促成栽培(無 加温型)と 呼ぼ
れ る作型が導 入される ようになって きた。 この作型では定植畦への小型 トソネル被覆や 「トンネ
ル内 カーテンの付設」 に端的に示 されるよ うに,保 温 資材の多用に よる 「保温技術」の展開が必
要 となる。 しか し,播 種 ・作付け の前進化は保温技術の展開だけで可能 にな るのではない。 キ ュ
ウ リの優 良品種(側 枝連続着果性 ・低温期の円滑 な果実肥大性 ・高温期の優美色沢維持性品種)
への転換や,台 本 の優 良品種(キ ュウリ穂木 との親和性 ・低温伸長性 ・白粉否発生性品種)の 導
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入によって,前進化技術の展開が補完されるのである。序でながら付言すれば,「保温技術」の
展開と,大型暖房機による 「加温技術」の展開とは,そ の農業経営的意義を異にする点を強調 し
ておかなけれぽならない。何れに しても半促成栽培(無加温型)は露地栽培での不安定な気象条
件を,「軽装備」の施設で克服 し,粗収益を高めることをその主要な目的とした作型であるとい
えるであろう。春作キュウリにおける半促成栽培(無 加温型)は,定 植の初期段階で低温気象条
件を克服しなければならない。低温下においてもある程度初期収量を確保すること,さ らに,中
期から後期の高温長 日下で,病虫害を受けないように して草勢を維持 し良品の多収をはかること
がその栽培 目標であるし,これが粗収益を高める要件となる。キュウリは草姿が整い,草勢が正
常に維持されていれば,あ る程度安定的に果実が肥大 し,収穫をあげられる。
大型 トソネルによる半促成栽培(無 加温型)の普及以後も,公的資金による助成(農 業金融の
優遇措置や農業補助金の給付)に 負うところもあって,園芸施設の大型化 ・重装備化が推進 さ
れ,ま たそれと並行 して新規作型η一 品種の生態分化機能の活用 と保温資材 ・加温機器の利用
による一… の導入が図られ,キ ュウリ栽培の周年化が可能 となってきたのである。栽培技術の面
からは,周年栽培 ・周年出荷が可能となってきたけれ ども,各々の地域特性に適合 した園芸施設
や作型の導入がなされるか否かが,そ の地域の施設園芸の経営内容を基本的に規定する要因とな
るであろう。
② キュウリの施設園芸生産とその所得変動要因一 収量変動と価格変動一
粗収益は,収 量 と価格 との積 として算 出され る。市場価格は 日々変動 しているので,高 相場時
に,高 価格 で販売 しうる良品 を,よ り多 く収穫 出荷す るような農業経営の対応が,粗 収益 を高め
るための要件 となる。 しか し,収 量や市場 価格は事 後的に確認 し得るものであ り,農 業経営 は
「収量変動 」並びに 「価格変動」 とい う両面で,不 確実性に直面 してい る。
a)キ ュウ リの生態特性 とその収量変動一 春作 キ ュウ リについて一
野菜類のなかで もキ ュウ リや ナスや トマ トの ような果菜類は,収 穫期間が長期 にわ たるため,
その間の 日々の収量は一定ては な く,あ る時は増加 し,ま たある時は減少す る。その原 因の一つ
は気温,日 照時間等の気象要素が変化す ることに起因す る。 また,作 物 草体の生理的 条件が変化
す ることに も起因す る。 さらには施肥 ・灌水や,摘 芯 ・摘葉 ・摘果 など整枝の技術的条件が これ
に付加 され る。
果菜 類の収量は,収 穫果数 と1果 平均重 量の積 と して算出 され るのであ る。特 に,キ ュウ リ
は成長 ・肥大途上 の未熟果を収穫す るので,仕 向市場 の規格別の価格条件に対応 して,小 果の う
ちに収穫するか,中 果 となる段階 まで収穫す るのを見合わせ るかが決め られ る。小果の ものが高
値 の時に,1果 当た り相対的 に重い中果 ・大果の ものを収穫 して いたのでは,収 穫 「総重量」 は
増大す るが,貨 幣的な意味での 「真の増収」 とはならない。 さらに留意すべ きことは,肥 大果 が
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草体に過大 な負担 をかけ ることに よ り,以 後の順調な側枝の発生や草勢維持の大 きな障害 となる
ことであ る。 キ ュウ リ生産 で真の増収 をはかるためには,高 価格 で販売 し得 る 「良品の もの(後
述の 「キ ュウ リの包装規格」に よる区分に よればAS級 品)」を 「よ り多 く」収穫す る ことが不
可欠の要件 となる。収穫果数を増加 させ るためには,不 整形果 ・変形 果などの発生がみ られ る場
合には これを早めに摘除 し,さ らに強度の摘果をお こな うことに よって草勢の回復をはかるとと
もに,そ の原因を見極めて障害を除去 し,正 常果 ・良品果の発育を促す よ うな栽培管理が要求 さ
れることとなる。
近年のキ ュウリの園芸施設栽培では摘芯栽培が普及 してい る。 これは主枝がある程度伸長 した
段階 で蔓上げ誘引 し,さ らに主枝が2メ ー トル程に成 長 した ときに,そ の主枝の芯を摘み とる
ことに よって側枝の発育を促 し,草 体 の個体管理 を容易にす る草体育成方法である。主枝か ら発
生する子蔓,子 蔓から発生す る孫蔓 とい うよ うに,側 枝を次 々に延ば してい くことに よって草体
が形成 され る。 また,こ れ に よって節数 も増加 しなが ら確保 され る し,そ こに雌花 を着生 させ
る。節 数の確保 と同時に,節 問 の長 さを統 御す ることも重要であ る。節 間の長 さは8.5～9.Ocm
を理想 とし,そ れ 以下であると短躯果の発生が多 くなる傾 向がみ られ るよ うになる。初期段階 で
は,主 枝の下段か ら収穫 が始 ま り,次 第に子蔓か ら孫蔓へ と結果が及ん でい くのである。特に春
作キ ュウ リにおいては,市 場相場の比較的高い初期段階にあ る程度の収量をあげ,中 期以降に安
定 した収量を確保で きるよ うな草体を育成す るために,慎 重 に摘芯,整 枝,摘 葉作業 を進 めなけ
れぽならない。
収穫態様の変化を知 るため に,第1表 に1993年春作 キュウリの うちの 「供試5株 」 について,
1株当た り ・10日間毎の収穫 果数,及 び全収穫i期間における1株 当た りの総収穫果数を示 してみ
た。
第1表 にみ られ るよ うに,キ ュウ リは全収穫期間 にわた って,果 実が平均的 に収穫 され るの
ではな く,多 少 の偏 りがみ られ る。前述 した よに うキュウ リの収穫は,主 枝の下段の節 に着果 し
た ものか ら開始 され,次 第に上段の節 にお よぶのであるが,主 枝中段節か らの収穫中に,す でに
下段節側枝部からの収穫 もな されは じめ,こ の間比較的安定 して収穫果数が増大 してい く。主枝
節からの収穫が終 了す ると,そ れ以降は側枝節か らの収穫が,そ の中心 となる。側枝 からの果実
の収穫 も,元 節か ら先節へ と収穫部位が移動 してい く(注8草 姿図例参照,な お,こ の草姿図
例は,第1表 のA株 の ものを示 してあ る)。摘芯,整 枝は,草 勢 の様子をみ なが ら行われ るた
め,側 枝で もあ る場 合には2節 で摘芯す る し,ま たある場合には放任 ・半放任 とす ることもあ
る。 このよ うに草体の形成態様 も一様 でないため,5月 中旬以降には多少収量 に不規則になる傾
向がみ られ るのである。 しか しながら,収 穫 終了後 の結果をみ る と,第1表 に示 した各株 とも,
115果か ら117果まで の範囲の数値(収 穫果数)を 示 してい る。 このこ とか ら,キ ュウリの1株
当た りの総収穫果数には,収 穫期間がほぼ同一 であるとすれば,大 きな個体差 はみ られないもの
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第1表1株 当たりの総収穫果数(毎10日間)及び総収穫果数 (単位:果 数)
一 一}一
株 名
期 間 A株 B株 C株 D株 E株
4月1日 ～4～9日 3 4 2 3 3
4月10日～4月19日 5 4 4 7 9
4月20日～4月29日 9 13 14 9 9
4月30日～5月9日 10 10 9 8 10
5月10日～5月19日 21 16 11 21 14
5月20日～5月29日 4 8 16 15 12
5月30日～6月8口 19 15 19 14 17
6月gn～6月18日 16 17 14 17 12
6月19日～6月28日 9一 13 11 8 12
6月29口～7月8日 12 14 11 9 13
7月9日 ～7月13日 ・8 1 6 6 5
一 一w
1株当たりの総収穫i果数 116 115 117 117 1玉6
収穫開始日～収穫終了H 4/4二7/134/3～7/13 4/6～7/134/4～7/12 4/4～7/13
注)本 表の資料は,キ ュウ リは①播種 後何 日目か ら収穫 できるのか,② 収穫期間中の各段階で,収 穫果
数は どの ように変化 してい くのか,③ 収穫期間中に1株 から,ど れだけの収穫果数が得られるのか,
とい うことを知 る 目的で,筆 者が調査を して得 られ た結果 を集計 したものである。調査地は関東平
野北部,調 査を行 った圃場面積は25aである。標 本株は,畦 長47m,株 間45cmの南北畦,東 側か
らの畦の,各 々南端か ら50番目の株を調査対象と した。なお,こ の調査圃場のキ ュウ リの栽培管理
(耕種概要)は 次の通 りであっだ。播種2月2日,接 木(呼 び接 ぎ法)2月15H,定 値3月5日,
蔓上げ誘引4月10日,主 枝摘芯5月3日 。 なお,6節 目までは主枝 の成長を促すため,側 枝 ・雌花
を摘除 している。品種は1一ア ンコール10」,台木 「きらめ き」。収 穫果重は100gを目標重量と した。
表中の各数値は当該期間における収穫果数 を示 してい る。収穫 初期 の4月1日 ～4月9「|,収 穫終
期の7月9日 ～13日については,収 穫 日数が10日間とな っていない。
と推定 され る。 また,参 考 までに,1992年春 作 キュウ リのAS級 品について,10a当た り,10
日間毎 の収量変動 の推 移を示 した(注9,r付 表1」)。この表に よれば,収 穫 出荷の最 盛期は5
月20日か ら29日までの期 間で985.7kgの収穫が あ り,5月30日か ら6月8日 までの期間が これ
に 次 い で868.6kgであ る。 さら に,4月20日 か ら4月29Hま で の期 間 が780kgで これ に 次 い で
い る 。
この作型 ・栽培方法では,収 穫開始後ほぼ30日で最初の盛期 をむか え,60日で最盛期に達す
るように思われ る。 ここで改めて強調 してお きたいことは,キ ュウ リの施設園芸生産は,育 苗期
の保温 ・接木 ・灌水,生 育着果期の定植 ・誘引 ・側枝摘芽,果 実肥大期の摘芯 ・追肥 ・灌水等の
技術体 系が機能的に展開 され ることに よって,作 柄が極めて安定 して くる とい うことである。 こ
れは過去の記録にもとついて,年 々の収穫i実績の推移を検証 してみても同様な傾向がみられるの
で,仮 に10a当た り1300株の栽植 密度 と して,1草 体 で1日 に平均1果 を収穫 する とすれば,
日々の収量 が推測で きるであろ う。 この ように,キ ュウリの施設 園芸生産においては,第1表
に掲げた標本調査においてもみられたように,日毎の収穫量には多少の偏 りがみられるけれ ど
も,総 収穫量はある程度安定的に推移する傾 向が強 くみられる もの と推定 され る。従 って,キ ュ
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ウリの施設園芸生産におけ る粗収益の多寡は,収 量変動要因によって規定 され るとい うよ りも,
どち らか とい うと市場価格の変動要因に よって規定 され る傾向が強 く,こ のため生産者 の主たる
関心は専 ら市場価格の動 向に向けられる こととなる。
b)キ ュウ リの市場価格変動 とその価格の等級 ・規格間格差
次 に,粗 収益 の多寡を本質的に規定す る要 因で ある価格変動につ いて,考 察 す ることとした
い。関東平野北部産地 では,単 位 面積当た りの収量が比較的多 く,し か も施設園芸 の規模拡大が
図 られた結 果,そ の立地の優位性 とも関連 して市場競争力を強めて きたといえる。個別の農業経
営は市場価 格の受容者 として,そ の変動に応 じて比較的有利な時期 に生産物を出荷 しようとして
作型を選択す る。 また,そ の規格について もキ ュウ リは1果100g以内の もの,一 キ ュウ リの
包装規格lo)によれぽAS級 品 が好 まれ,相 対的に高価格で取引 され てい る。い ま試みに,
1992年春作 キュウ リの規格別の市場価格動向の推移を グラフで示 せば,第1図 の通 りであ る。
第1図1992年 春作キ ュウリの価格動向推移
(単位:円)
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注)本 表の資 料 は,A農 業経営 がT青 果市場 に出荷 して受 領 した 「仕 切伝 票 」 の 内容 を,筆 者
が 集計 して得 られ た数 値で あ る。丁 青果 市場 は,キ ュウ リを7規 格(注10参 照)
に区分 して取 り扱 って い る。 こ こでは,1992年の春作 キ ュウ リの7規 格 の っち,グ
ラ フを見 やす くす るため にAS,AM,AL級 の3規 格 品 のみ のlkg当 た りの 市場価
格 を示 してあ る。
第1図 では,分 か りやす くす るために3規 格品(3規 格品で全 出荷量 の69%を占め ている)
のみの価格動向の推移 を示 してあるが,こ れ をみれぽ 明らかなよ うに,当 然の ことながらAS級
品の価格が全期間 にわた って高価格 で推移 してお り,AM級 品の価格が これにつづ き,AL級 品
の価 格は もっとも安値 となってい る。 ここで特 に注 目すべ きこ とは,高 価格時 には全規格品 と
も,総 体的 に高値 となる傾 向がみ られ る ことで あ る。 これ とは反 対 に低価 格時 に は,「良品
(AS級品)」と 「並 もの(AM級 品 ・AL級品)」との価格差が極端に大 となることである。その
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理由を敢えて論述する とすれば,次 の ように要約 し得 るであろ う。す なわち,野 菜であるキュウ
リは,コ メとか塩程ではないが需要の価格弾力性 が小であ り,仮 に価格が下落 した と しても,そ
の下落に よって需要の急速 な拡大を遂げ ることは期待で きない し,価 格下落の状態が継続す る傾
向がみられ ることであ る。要す るに,価 格 が下落 した として も,そ の下落に よって需要 はあま り
増加 しないか ら,供 給 が不変 であ るとすれば,価 格を引 き下げ る作用が機能 し難い とい うことで
ある。野菜類の ような農産物 の市場価格の短期的変動は,そ の 「貯蔵性の欠如」 とい う特質,さ
らには価格が下落 した と して も需要はあ ま り増加 しない とい う 「需 要の価格弾力性が小である」
とい う特質 のために,激 しくならざるを得ないのである。その うえ,既 述の よ うに露地野菜生産
においては,自 然的条件 の制約 を強 く受け るこ とに よる作柄 の不安定性 とい う特質 も付加 され
る。 さらにまた,消 費者は低価格になった良品 に よって,そ の需要量を確保 し得 る場合は,仮 に
並 もの ・裾 ものの市場価格が極端に低落 した として も,こ れを購入 しようとは しないであろ う。
低価格時に良品 と,並 もの ・裾 もの との価格差が極端に大 となるのは,以 上 のよ うな理由に よる
のである。前掲 の第1図 の資料 を もとに して,例 えぽ,AS級 品が1kg当 た り400円の高値を示
した,6月18・19日のAS級 品 の市場価格を1と した場 合のAM,AL級 品の相対価格比ll)を次
式に よって求めてみる と,
相対価格比=AM,AL級 品の市場価格/AS級品の市場価格
各 々AM級 品 は0.88(350/400=O.875),AL級品は0.75(300/400・=O.750)とな る。 なお,第
1図の グラフに示 してはいないが,裾 ものrC級 品」で さえ も,1kg当た り260円の高値で取 り
引 きされ,そ の相対価格比は0.65(260/400=0.650)となっている。 これに対 して,5月 の連休
を前に買い控えがなされて市場価格が低迷 した と思われ る4月29・30日には,AS級 品の市場価
格が1kg当 た り250円にまで下落 した。前例にな らって相対価格比を求めれば,各 々AM級 品
で0.60(150/250=0.600),AL級品 で0.48(120/250・=O.480),C級品で0.40(100/250=0.400)
となる。 さらに,露 地 もの と競合す る7月 初旬 の収穫末期 には,AS級 品の市場価格 が1kg当
た り200円に まで下落,AM級 品 の相対価格比 は0.30(60/200=・0.300)とな ってお り,AL級
品は極度 の価格下落 のため市場に出荷 されないで,加 工原料用に向け られてい るので,市 場価格
は不 明であ り相対価格比 は求め られ ないよ うな状態 となってい る。AS級 品 ・AM級 品 ・AL級
品 とも品質 ・形状 ・色沢に差異は な く,た だ1果 当た りの重量が異な るのみであ る。 この よ う
に,特 に市場価格低迷時におけ る並 もの,裾 ものの極端な市場価格の下落は,売 上総額を一層減
少 させ る原因 となる。消費者 の立場からは,優 良品を消費 しようとす る 「食生活の芸術性追求意
欲」が強 く,他 方,生 産者は,「高価格品生産意欲」が強 いのである。施設野菜栽培 においては
この 目的を達成す るため に 「作物生育環境」を コン トロールす ることが比較的容易に行われ得 る
のである。 このため生産者は可能 な限 り,AS級 品のよ うな良品を多 く収穫 しようと努力す る。
しか し,気 温の高 くな る最盛期には,草 体 の繁茂 のため,果 実が葉の陰 に隠れ ることに よって生
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ず る見落 としもある し,果 実の肥大速度にたいす る見込み違い もあ って,AS級 の規格 を こえる
中果 ・大果が収穫 され るこ ともある。なお,出 荷初期(4月23日まで)にAL級 品 が出荷 され な
いのは,気 温が まだそれ ほ ど上昇せず,果 実の肥 大速度 がおそい こと(最 盛期 には,開 花後約
7日で100gにまで成長す る),こ の時期では草体 もさほ ざ繁茂 してお らず,ま た 主枝か らの収
穫が主であるため,見 落 と し果が少ない ことによるため であ る。各規格品 とも価格が1kg当 た
り60～80円以下 に下 落す る と,前 述の よ うに裾 ものか ら並 ものの順に,生 食用 と して青 果市場
には出荷されないで,漬 物加工原料 と して食品加 丁工場に出荷 され ることとなる。 この ように,
キ ュウ リは市場価格低落時には,価 格の等級間格差 ・規格間格差が極端に拡大 し,こ れが粗収益
低減に拍車をかけ る要因 となる。第2表 に,1992年の春作 キ ュウリの等級 ・規格 別出荷数量 ・
売上金額(10a当た り)と その構成比及び規格別の単価を示 してみた。
表2表1992年 の春作キ ュウ リの規格別出荷数量 ・売上金額(10a当た り)と
その規格別構成比及び規格別単価(単 位:円,%)
出 荷 数 量 売 上 金 額
Aw
lkg当た り等級規格
数 量 構成比 金 額 構成比 単価
S 6078.5kg 55.1% 1,847,343円 66.3% 303.9円
SS 554.3 5.0 109,114 3.9 196.9
A 別s 357.1 3.2 69,029 2.5 1932
M 1271.4 11.5 281,686 10.1 221.6
L 274.3 2.6 42,400 L5 154.2
B S 1685.7 153
.
367,771 13.2 218.2
C 808.6 73 70,400 2.5 87.1
11,029.9㎏ 100.0 2,787,743円 100.0 }
注)本 表の資料は,A農 業経営がT青 果市場に出荷 して受領 した 「仕切伝票」の内容を,筆 者が集計 し
て得 られた数値である。本表では,1992年の春作キ ュウリの実績を示 してい る。出荷包装規格は5
kg詰めであるのに,出 荷数量に端数が出ているのは,施 設園芸面積 「10a当た り」 に換算 してい る
ためである。 なお,BS・AL級品は,7月5日 以降,低 価格が 予想 されたため,生 食用 としては 青果
市場に出荷 していない。C級 品では,6月3日 か ら11日まで と,6月29日以降,低 価格が予想 された
ため市場 に出荷 していない。
第2表 をみれば 明か な ように,AS級 品は総出荷量 の55.1%を占めているに過 ぎないの に,売
上 金額では66.3%を占めている。 また,裾 物 のC級 品では総 出荷量が7.3%を占めているのに対
し,売 上金額 では僅か に2.5%を占めて いるに過 ぎない。 また,規 格別の単価 をみて も,AS級
品は1kg当 た り303.9円であ るのに対 し,例 えば,AL級 品ではほぼAS級 品の半値 とな ってい
る。 また,AS級 品に次 いで出荷量の多いBS級 品 につ いてみれば,AS級 品1に 対 す るBS級
品の相対価格比は0.72(218.2/303.9=0.717)であ り,僅 かに3cm以 内の 「曲が りキ ュウ リ」
であ って も,曲 が リキ ュウ リとい う理由だけで,等 級 間の価格差に よって,単 価に大 きな差が生
じてい る。 この よ うに,キ ュウ リはその等級 ・規格に よって単価に相当の値開 きがあ るため,
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AS級品の よ うな良品を,荷 姿を整えて市場に出荷す るほ うが有利 となるのである。
c)秋 作 キュウ リの特質及び春 ・秋作別売上高の推移
秋作キ ュウ リの抑制栽培(無 加温型)は,キ ュウ リの施設園芸生産 の基幹作型であるとされ る
春作 キ ュウリの遊休施設活用一 春作 キュウ リのために投下 された資材費や農薬 ・肥料費の一部
回収一 とい う性格が濃厚 な時期 もあ った。 しか し,近 年では,秋 作 キ ュウ リも安定的 な市場相
場に支え られて,粗 収益の面 でも春作 キュウ リのそれに近 づ きつつある。 このため,従 来の裏作
的性格が希薄 とな り,春 作 と秋作 とが共に基幹作型 として,1年 の間に同 じ農作物 を同一耕地 に
2回栽培する とい う,一 部地域の水田稲作にみ られ るよ うな2期 作が,キ ュウ リの施設野菜園芸
に定着 しつつ あるように思われ る。キ ュウ リの抑制栽培は,促 成栽培,半 促成栽培 と対象的に気
象条件 が変化 をする下 で行われ る。そ の播種期,接 木期,定 植期 は高温長 日とい う条 件下に あ
り,草 体 の生 育が進む につれ て低温短 日とい う気象条件に変化 してい く。 また,秋 作 キ ュウ リ
は,高 温時 に育苗作業 がな され るため,保 温管理の必要はな く,そ の育苗管理 も短期間 であるた
め比 較的 容易に栽培 が行われ る。す なわち播種後7日 間ほ ど経過 した穂 木(幼 苗)'を台木(カ
ボチ ャ)に 「呼び接 ぎ」 した後,直 ちにその接木 した苗を ハウス内に 「接木定植」す るこ とが可
能だか らである。なお,接 木は草体の耐病性 ・低温伸長性の強化,長 期草勢維持等のために不可
欠の育苗過程 であ るが,春 作 の育苗過程 で行われてい るような,育 苗鉢への仮植作業 もその必 要
がない。従 って,定 植後は,蔓 上げ ・誘 引までの間,病 虫害予防のため,農 薬を散布 し,寒 冷紗
を掛 けてお く。 西南暖地 に比べ て緯度 の高 い関東平野北部で も,11月中旬か ら夜 間のハ ウス内
温度 が10℃以下に下 が り,加 温 が必要 にな って くる。 しか し,こ の対象農業経営 では,暖 房 費
を節 約す るために,無 加温型の抑制栽培方式 を導入 してい るので,そ の収穫終期 は,ほ ぼ11月
末 まで とな っている(注12,「付表3」)。これは要す るに,春 作 キ ュウ リにおいてみ られ るよ う
に加温 のための費用を節 減 して,純 収益を確保 しようとす る作型 を導入 してい るために,収 穫終
期が制約 を受けてい るとい うこ とであ る。 しか しこの時期が,「後作」 としての葉 ・茎菜類の播
種の適期にあたるとい うことを看過 してはならない。秋作 キ ュウ リと春作 キュウ リとの間に,葉
・茎菜類を作付けす ることに よって,多 毛作 化が図 られ る。 これの収穫 が播種後60日程で終 了
す るので,そ の後作 としての春作 キ ュウ リの苗定植 までにある程度の時間的余裕が とれ る。土地
利用型農業でも 「輪作」 とい うことが農業経営上極めて重要な意義を もつ。施設型農業 または装
置型農業において も,作 目の 「作 りまわ し(飯沼二郎 「規模拡大は 日本を亡ぼす」,『1994年現代
農業臨時増刊 〈どうす るコメ〉』所 収,農 文協,155頁)」とい う概念は,不 確実性への危険分散
的対応の側面から農業経営上極めて重要であ り,且つ または必要であることが指摘 で きるのであ
る。 この ように 「作 目 ・作型 の組み合わせに有機性を もたせること」がいか に重要 であるか,今
後 この点の研究が施設型農業 または装置型農業 の経営に おいてますます重要課題にな ってい くと
い えるであろ う。 その理 由の主要な ものの第一は,投 下資本の有効利用である。第二は,労 働 の
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第2図 キュウリの春作 ・秋作別売上高推移
(単位:円)
円
2500000
注)本表の資料は,A農業経営がT青 果市場に出荷して受領した 「仕切伝票」の内容を,者が集計
して得られた数値である。なお,1978年2月に,高能率生産団地育成対策董業 に係 わる補 助 金 を受 けて,10aの加 温設 備 を もっ た新 型 の大型 ハ ウスが導 入 され,
春作 で は1978～1981年の4年 間,秋 作で1978年～1980年の3年 間 に限 っ ては,一部 の 園芸 施設(各 々10a)で ,加 温栽 培 を行 っ ていた。
有効利用 と適正配分 を指摘できよ う。第三 は,野 菜作 の合理的な市場対応が考えられ る。 そ して
さらには,合 理的経営 の確立 と,経 営の安定を期待で きる施設型農業 または装置型農業の持続 的
発展 を指摘 できよ う。農業経営が 「作 目 ・作型の組み合わせ」を決定す る主要因は,相 応 の純収
益を確実に獲得で きるか ど うかの 「可能性」に依存す る し,農 業経営の経営規模や労働 力構成 や
技 術水準に依存する といえるであ ろ う。純 収益 を増大 させ る方策13)は,単位面積 当た りの① 真
の増収(高 価格 ・高品質品の多収)を 図 ること,さ らに②規模拡大を図 ること,③ 経費を節減す
ることにある。勿論,園 芸施設内において栽培 され る作 周に よって,単 位面積当た りの必要労働
は質的に も量的に も異 なる。従 って,純 収益を確保するためには,長 年の栽培経験を有す る作 目
を選択す る傾向が強 くなるよ うに思われ る。 いずれに して も,作 目 ・作型の組み合わせに有機性
を もたせ ることに よって,施 設園芸 のための投下資本財を よ り効率的に機能 させ ることにな る
し,農 業経営 内資源の有効利用 と適正配分を期待できるであろ う。
キ ュウ リの原産地14)をみれば 明 らかな よ うに,キ ュウ リは耐寒性が弱 く,生 育適温 は18～
25℃,生育の最 高温度 は30℃,低温限界は8℃ である とされる。春作キ ュウ リにおける育苗期 ・
定植初期,秋 作キ ュウ リにおける収穫後期の早暁には,一 時的にこの低温限界 以下に気温,地 温
が下が る場合 もあ りうる。 もちろん一時的 にこの低温限界以下に気温,地 温が下 が った として
も,直 ちに草体が枯死す るわけではないが,草 芯が低温に遭遇 して替状になるのは好ま しい こと
ではない。無加温 の作型は,純 収益を増大 させ るために,導 入 され るべ き暖房機 の費用や燃料 ・
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電力費,CO2ガス発生 装置等の諸費用を可能な限 り節減す ることにな るので,結 果 として草体
の理想 とされ る生理的条件 をある程度犠牲にすることになる。
い ま,1974年か ら1992年までのキ ュウ リの春作 ・秋 作別売上高 の推移(10a当た り)を示 せ
ぽ,第2図 の よ うにな る。
第2図 をみれ ば,春 作 キュウ リと秋作 キ ュウ リt10a当た りの売上高の推移が明 白であ る。
前述の ように,本 来キ ュウ リの施設 園芸生産 は春作が主で,秋 作 は従 とい う関係が濃厚であった
のであるが,近 年 の秋 作キ ュウ リの高相場 を反映 し,春 作 キュウ リと秋作 のそれ との売上 高が接
近 しつつある。 また,1979年には春作 と秋作 との売上高がほぼ同額 とな り,翌 年 の1980年には
春作 と秋作 の売上が逆転 して,秋 作 の売上が133,920円上回 ってい る。 この原因の一つは,当 該
年 の秋作 キ ュウリの市場単価 が,春 作キ ュウ リの市場単価 よ りも高水準であったか らであ る。 さ
らに,も う一つの原因は1978年2月に,高 能率生産 団地育成対策事業に係わる補助金を受けて,
10aの加温設備を もった大型 ハウスが新たに導入 され,こ の結果,秋 作 キ ュウ リで長期 の栽培
出荷が可能 とな り,秋 作 と しては最高Q6t285kgの収穫 をあげた年にあた るか らであ る(注15,
「付表4」)。しか し,こ の施設の加温設備 も,春 作 で1978～1981年の4年 間,秋 作で1978年～
1980年の3年 間の稼動 で終 わ らせ,以 後は他の施設 と同様 に無加温型 の施設 として活用 してい
る。加温施設 を稼動 させ な くな った理 由は,次 の3点 に要約 で きよ う。第1の 理 由は,新 設 の
加温設備の付随 した大型 ハ ウスと,既 存の加温設備 の取 り付け られていない大型 トソネル とが並
存 していたため一 特に,春 作 において播種 ・接木 ・定植作業が,す べて半促成栽培 「無加温型」
と,半 促成栽培 「加温 型」の2作 型に分けて行われたため 作業が繁雑 にな り過 ぎた ことで
あ る。 また,第2の 理由は,春 作 キ ュウリの市場価格動向に変化 が 見られ るよ うにな った こ と,
す なわち春作キ ュウ リの市場価格が必ず しも5月 以降下落す る傾 向を見せず,む しろ6月 初 ・
中旬には価格が騰貴す る傾 向がみ られ る程に収穫中 ・後期 の相場 が堅調になったため,早 期播種
・甲期定植 ・早期出荷に重点 をおかな くて も,粗 収益 を確保で き得るよ うにな った ことである。
第3の 理 由は,秋 作 において,「後作 」 としての葉 ・茎菜類 の粗収益 も相当に見込 まれるため,
草体の生産 力が高い時期の収穫 に重点をおいた方が有利である と判断 された こと,さ らに暖房用
燃料価格が高騰 してお りこれが経営採算 を圧迫する要因 とな った ことであ る。
キ ュウリの施設園芸生産は,各 産地がその自然的 ・社会的条件を考慮 しなが ら端境期にあた る
市場価格 の高騰期に,大 量生産 ・大量出荷 しようとい うことを 目標に して,作 型導入の試行錯誤
が繰 り返 されて きた。 しか しなが ら,播 種期 の前進化 による新規作型の導入が,必 ず しも純収益
向上に直結 しない場合 もある。長期的 にみれ ば,キ ュウ リの施設 園芸生産だけでな く,施 設野菜
園芸全般について,収 益性問題 が吟味 し直 され なけれぽ ならない時期に きている といえ るであろ
う。 これ は,持 続的な貨幣価値の低減 問題が取 り扱われ なければな らない とい うことと関連 して
い る。 この施設野菜 園芸の持続的な貨幣価値の低減問題 については,機 会を改めて論ず ることと
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な る。
4.作物別売上高とキュウリ生産の損益分岐
多毛作化に よって園芸施設 の高度利用をはか り,高 い粗収益をあげているこの農業経営事例 に
ついてrZチ ャー トグラフ」16)を作成 してみるこ ととす る。農業従事者は経営者夫妻 とその母親
の3人,経 営す る施設面積は35aで,他 に65aの畑を耕作 してい る。施設園芸部門では,こ れ
まで述べて きた ように,果 菜類 の春 ・秋作の キュウ リの作付け と葉 ・茎菜類 のホウレンソウの作
付けがなされてい る。普通畑では,葉 ・茎菜類の ネギ,ハ クサイ,キ ャベツ等を作付け している。
1991年の年 間 売 上高 は,18,279,500円で あ る。項 目別 の売上 高構 成比 では,春 作 キ ュウ リ
50.31%,秋作 キ ュウ リ44.78%で,春・秋作のキ ュウリだけで全売上高 の95.09%を占めている。
そのほか,ホ ウ レソソウ2.64%で,以下 ネギ,キ ャベ ツとな って い る。 また,1990年の年間売
上 高は,17,857,200円である。項 目別 の売上高構成比では,春 作 キ ュウ リ52.44%,秋作 キ ュウ
リ43.70%で,春・秋作 のキ ュウ リだけで全売上 高の96.14%を占めている。
この ように,キ ュウリの施設栽培 をおこな っているこの農業経営は,極 めてキ ュウ リの専作化
が進 んでい るといえる。 その内容を表示す ると,第3表 の通 りである。
第3表 作物別売上高 (単位:円,%)
一 ⌒・一
年 次 作 物 売上高 売上比率 累計比率
「AL}
1990年 春 キ ュ ウ リ 9.364200 52.44 52.44
秋 キ ュ ウ リ 7β03,700 43.70 96.14
ネ ギ 237,550 1.33 97.47
ハ ク サ イ 83,950 0.47 97.94
ホ ウ レ ン ソ ウ 367,800 2.06 100.00
計 17,857,200 100.00 一
一_一 吟 一 「
春 キ ュ ウ リ 9,196,050 50.31 50.31
秋 キ ュ ウ リ 8,185,400 44.78 95.09
1991年 ネ ギ 297,300 1.63 96.72
キ ャ ベ ツ 117,600 0.64 97.36
ホ ウ レ ン ソ ウ 483,150 2.64 100.00
計 18,279,500 100.00 一
注)璽饗 難謹欝饗鷲 欝i㌶霧 翌鴇・鵠鷲綴驚
次に,第4表 で月別売上高をみ る と,1991年に おいては,10月に最多売上 高を示 している。
その理 由は,10月が季節的に も施設 内での気温を キ ュウ リの生育適温 である18～25℃に容易に
維持 し得 る気候 の時期 に当た ること,ま た,10月が この作型の最 盛期 となる時期 であ り,前述
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の生育適温 と相侯 って収穫量が増加す るか らである。10月の出荷総量は,5kg詰め箱で1,662箱,
8,310kg(10a当た りでは,2,374.3kgの収量 とな っている)で あ り,秋作 キ ュウ リの総 出荷量
の50.8%が10月に集中 している。 また,そ の平均単価は,競 合する東北方面 を中心 とす る露地抑
制 キ ュウ リの出荷が終 期に近づ き品薄 となる時期で もあ り,1kg当た り528.1円の高値 となって
第4表1990年 ・1991年月別売上高 (単位:円,%)
1990年 1991年
月次
売上高 同左比率 累計比率 売上高 同左比率 累計比率
1 83,950 0.47 0.47 117,600 0.64 0.64
2 274,590 L53 2.00 483,150 2.64 3.28
3 93,210 0.52 2.52 62,900 0.34 3.62
4 3,319,800 18.59 21.11 3,219,850 17.61 2L23
5 4,054,700 22.70 43.81 3,257,100 17.82 39.05
6 1,498,900 8.39 52.21 2,316,600 12.67 51.72
7 490,800 2.75 54.95 339,600 1.86 53.58
8 0 0
`54
.95 0 0 53.58
9 979,600 5.49 60.44 1,250,700 6.84 60.42
10 4,371,100 24.49 84.93 4,389,600 24.01 84.43
11 2,453,000 13.74 98.67 2,545,100 13.92 98.35
12 237,550 1.33 100.00 297,300 1.62 99.97
年計 18,279,500 100.00 一 17,857,200100.00 一'
|
注)本 表 の資料は,前 記第3表 と同様,A農 業経営がT青 果市場に出荷 して受領 した 「仕切伝票上の喧
容を,集 計 して得 られた数値 である。 ここでは,1990年と1991年両年におけ る,月 別の売上&を 小
して いる。
第5表Zチ ャ ーb作 成 デ ー タ(年 次:1990,1991) (単位 円)
一 一
月次
1990年月別
売 上 高
A
1991年月別
売 ヒ 高
B
月別売 上差
C=B-A
移 動 合 計
売 上 高
D
1991年
売上高累計
E
1 83,950 117,600 33,650 17,890,850 117,600
2 274,590 483,150 208,560 18,099,410 600,750
3 93,210 62,900 一30,310 18,069,100 663,650
4 3,319,800 3,219,850 一99,950 17,969,150 3,883,500
5 4,054,700 3,257,100 一797,600 17,171,550 7,140,600
6 1,498,900 2,316,600 817,700 17,989,250 9,457,200
7 490,800 339,600 一151,200 17,838,050 9196,800
8 0 0 0 17,857,200 9,796,800
9 979,600 1,250,700 271,100 18,109,150 11,047,500
10 4,371,100 4,389,600 18,500 18,127,650 15,437,100
11 2,453,000 2,545,100 92,100 18,219,750 17,982,200
12 237,550 297,300 59,750 18,279,500 18,279,500
年計 17β57,200 18,279,500 422β00 一 一
注)本 表の資料は,前記第3表 ・第4表 と同様に,A農業経営がT青 果市場に出荷 して受領 した 「仕切
伝票」の内容を集計 ・整理して得られた数値である。
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い る。 この よ うな経営外的要因 もあ って,無 加温型抑制栽培を行 ってい るこの農業経営 では,
10月が最多売上を示 してい るのである。11月(出荷量5,345kg,平均 単価476.2円)と9月(出
荷量2,710kg,平均単価461.5円)との売上を合わせて,秋 作キ ュウ リの売 上を構成 している。
これに次 ぎ,5月(出 荷量13,330kg,平均単価244.3門)の売上が多 く,4月(出 荷量9,300kg,
平均単価346.2円)・6月(出荷量9,925kg,平均単価233.4円)・7月(1,875kg平均単価181.1円)
の売上を合わせて春作キ ュウ リの売上を構成 している。 これに対 して,8月 には販売す るものが
な く,売 上は0と な っている。 元来,夏 期の関東平野 内陸部は気温が 高温 となるため,適 当な
収穫物は得難い し,販 売 され る ものは限 られ る。1990年において も,基 本的 には作 目 ・作型 の
組 み合せが'91年とほぼ同様 なため,作 物別の売上 高に多少の相違 がみ られ るだけで,基 本的な
粗収益取得構造 に差異はみ とめられない。
ここで次 に,Zチ ャー トグラフを作成す るために,第4表 の数値 を基礎 として,1990年売 上
高,1991年売上高両年 の月別売上差,移 動合計売上高,1991年売 ヒ高累計の項 目を,第5表 の
よ うに整理す る。1991年売上 高か ら1990年売 上高 を差 し引いて両年 の月別売L差 を求め る。 さ
らに,移 動 合計売上高を求め る。 これは1990年,年間売 上高に同月の売上差の数値 を加算す る
ことに よって求め られ る。
第5表 の数値 に基づいてZチ ャー トグラフを作成 すれば,第3図 の ような グラフにな る。
この農業経営 では,1991年売 上高が1990年売上高 よ り422,300円増加 している。 その要因は,
第3図Zチ ャ ー トグ ラ フ (単位:円)
円
18000000
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秋作 キュウ リの売上高が前年 よ り増加 したこ と,ま た,ホ ウ レンソウの売上高が前年 よ り増加 し
た ことにある。 この結果,移 動合計売上高曲線は,僅 か なが ら右上が りとな ってお り,売 上増 と
な っていることを示 している。売上伸び率を求めれば,次 式か ら次の結果が得 られ る。
1991年売上高 一1990年売上 高売上伸び率 = ×100
1990年売上高
18,279,500-17,857,200
×100=2.36%売上伸び率=
17,857,200
この結 果,1991年の売上 高は1990年の売上 高に比べ て,2.36%増加 した ことになる。農業経
営が粗収益 を高め るためには,「作 目 ・作型 の選択 と組み合わせ」が最適であることが期待 され
る。家族的農業経営に おけ る農業投資の 目的17)は,農業所得 と りわけ農業労働所得 の獲得 にあ
る。家族的農業経営におけ る農業投資の経 済的機能は,第1に は農業経 営体の容 力を高 めるこ
と,第2に は労働 の生産効率 を高め ることに ある。労働所得は,労 働容力 と労働 効率の積 であ
るか ら,両 者がいか なる大 きさを もつか とい うことが,経 営 目標であ る労働所得 を決定す る二大
要 因 となる。 また,農 業投 資の経済的 な基本 目標は,第 一次的 には,労 働所得形成にあ り,第 二
次的 には,資 本の採算性 と安 全性をはか ることにあ る。家族労働が固定資本 よ り高い重要性 をも
っている 「労働型の家族経営」 と,資 本利用が多量化 した 「資本型の家族経営」 とでは,投 資意
識 や投資 行動は異なる。資本型 の家族経営の投資 目標には,労 働所得の追求 と同時に,資 本の採
算性 と安 全性 の追求が求め られ る。
施設野菜園芸 は,資 本集約的 ・労働 集約的な特質 を有す るので,資 本 の側面か らは,「投下 さ
れた資本」は農業生産 の過程を通 じて,円 滑に回収 され る必要がある。そのためには,農 業経営
における収益 と費用 との関係を検討す ることが必要であ り,そ の一手段 と して損益分岐点分析が
なされる。
損益分岐点18)とは,売 上がそれ以下に なる と損失が生 じ,そ れ以上にな ると利 益が生ず る売
上,さ らには 「損失 と利益 のわかれ 目になる売上」を示す点である。損益は収益 と費用 との差額
(収益 一費用=損 益)で あ り,損 益分岐点では損 益は0と なる。換 言すれば,損 失 と利益 とが等
しくなる売上(収 益に よって損失が補填 され る売上)を 示す点が損益分岐点である。 この売上は
境界 として,利 益が発生する とい う採算 のとれる下限であ る。損益分岐点は狭義 には採 算点であ
∫
るとされ る。損益分岐点は,当 期 の固定費19)をf,変動費20)をv,売上高21)をs,販売価格 をp,
販売量をmと す ると,次 の公式 によ り算出 される。
グ ∫x=一=
び カ
1--P--
sm
A農 業経 営の1991年の損益分岐点を上式 に拠 って求め てみ る。売上高は春 ・秋作 キ ュウリ合
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計4,966,129円で あ る。 固 定 費 は,減 価 償 却 費329,741円(施設 分135,000円,施設 以外 の固 定 資
本 財 の 減価 償 却 費194,741円の小 計),固 定 資本 財 の利 子 見積 額182,260円(施設 分68,250円,施
設 以 外 の 固定 資 本 財 の 利 子見 積 額114,010円の小 計),地 代68,400円,合計580,401円で あ る。 変
動 費 は,流 動 費450,835H,販売 費832,290円,労賃 見 積額945,000円,合計2,228,125円であ る。
この数値 を,上 記 公 式 に代 入 すれ ば,次 の よ うに な る。
648,801648,801
X=2
,228,125ニ。.55、3=1・176・856・51-
4,966,129
この農業経営における損益分岐点は,1,176,857円となる。 ところで実際 のこの農業経営にお
け る売上 は,春 ・秋作 キ ュウ リ合計 で,4,966,129円であるので,非 常 に余裕のあ る農業経営 が
展開 されているといえ る。
施設野菜園芸 のよ うな資本型の家族経営においては,固 定費部分を圧縮一 一園芸施設や農業用
機械 ・器具に対す る過剰投資の抑制一 す ることに よって,損 益分岐点を引 き下げ ることが可能
とな る。農業経 営の規模拡 大22)は投入要素 の拡大 に よ りな され るが,こ れが産出規模の拡大に
直結す るためには,こ れ らの資源 の適正 な活用,操 業度(利用度)が維持 されなければな らない。
固定費が不変であるとすれば,限 界収益率が大 となるよ うな,農 業経営の展開が望まれ る。 この
ための第1の 対応策は,一 定の生産能力の もとで,操 業度 の増 減に応 じて一一一定期間に おけ る総
額 が変動す る原価要素である変動 費 種子費 ・肥料費 ・薬剤費 ・電 力光熱費等 の流動費,販 売
費一一一 を節減す るか,第2の 対応策は,売 上 高を増 加 させ るか の どち らかの方法であ る。 その
よ り具体的な対応が無加温型半促成 ・抑制栽培に よる暖房費用の節減であ り,ま た新規作型や,
品質向上技術の導入であ る。 このため,施 設園芸一 時間的 ・空間的 に新 しい適地 を造成 し,作
物 の生産性 を高め,さ らに安定 させ る23L…の生産構造 は,極 めて収益追求的な ものにな って
いるといえる。野菜 も果物 と同様に外観を重視す る傾向がみ られ るよ うにな り,「ブル ーム レス
キ ュウ リ」が登場 して久 しい。農業経営は,ブ ル ーム レスは収量があが らない といわれ なが ら
も,生 産物を市場で高価格で販売す るためには,こ の技術 を取 り入れ ざるを得 ない。施設園芸 は
市場出荷を 目的 とす る商品生産 を前提 としてお り,そ の粗収益の多寡は主としてその市場価格 の
動向に よって規定 され る とい うこ とは,既 に述べて きた ところであ る。従 って,農 業経営がさ ら
に純収益を高めるためには,生 産費 を低減 させ るような対応が,一 層施設園芸に要請 されるとこ
ろ とな るであろ う。
5.む す び
農業経営は,野菜類の生産において収量変動(特 に露地栽培では自然的条件に規定 されてもた
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らされる作柄の不安定性)と,価 格変動(需要の弾力性が小さいことや季節性によってもたらさ
れ る市場価格の不安定性)と い う2変動要因に直面 してお り,その所得形成は必ず しも安定的
ではない。それにもかかわらず,園芸施設が導入され,施設園芸が日本農業に定着 してきた理由
は,経営規模の比較的小さい家族的農業経営が粗収益を増加させ ようとする場合に,施設園芸に
取 り組むことによって最 も確実にその目的を達せられ得るし,かつこれが最 も現実的な作目選択
の方策だからである。施設園芸は,農業生産に特有な季節性という制約条件を克服 し,その経営
耕地を最大限に利用することを可能にした。 しかも,施設園芸は,耕地単位面積当た りの,資本
と労働 との集約度が極めて高く,資本集約的性格,労働集約的性格の強い農業の分野である。施
設園芸における野菜類生産では,生産費に占める施設の減価償却費の占める割合は大となるし,
施設投資資金が借入金によって賄われる場合一 一例えぽ,本 調査農業経営が1978年2月に,高
能率生産団地育成対策事業に係わる補助金を受けて10aの加温設備をもった新型の大型ハウス
を導入 したケースでは 「補助残融資」を地域の農協から受けたのであるが一 その原資の返済,
金利負担は農…業経営を圧迫する要因となる。施設園芸においては,資 本の側面からは,資本の採
算性と安全性一 野菜出荷安定資金制度の充実や農業共済制度における 「任意共済」の拡充によ
る一 を堅持することが,農業経営発展のための不可欠の要因となる。
また,家族的農業経営における農業投資の経済的機能は,農業経営体の就業容力 ・労働効率を
高めることにある。この要因を満たすことによって,労働所得形成が可能 となる。野菜類の生産
の担当部分が,「露地栽培から施設園芸への移行」を行わざるを得なかったのは,「伝統的な作目
・作型」を取 り入れていたのでは,経営耕地を最大限に利用 して自立経営農家として,家族的農
業経営における労働所得形成が不可能となったからである。これ迄にも論述 してきたように,施
設園芸は 「単位面積当た りの所要労働時間」を飛躍的に増加させ,し かも労働所得形成を可能と
した。この事実こそが,露 地栽培から施設園芸への移行の必然性を醸成する動因である。 しか
し,「施設園芸への傾斜の強化」は,施設園芸においてさえも,過剰生産問題を生起させる危険
性を内包している。これは他の問題,極端な市場価格の ド落を誘発する。市場価格は市場におい
て,短期的には需要と供給の関係によって決定されるのであるが,極 端な市場価格の下落は,資
源報酬を低下させることになる。つまり見方を変えれば,個別農業経営が収益の低下により損失
を被るだけではなく,社会的損失を創出していることになるし,換言すれぽ,環境保全の理念に
も相反することになる。 しか し,コメの例を取 り上げるまでもなく,過剰生産の条件下において
さえも,生産増強策 ・生産刺激策は農業部門に受け入れられやす く,生産抑制策 ・生産削減策は
受け入れられ難い。環境保護の観点からも,諸資源の浪費を抑制するような農業経営の管理をす
ることは,持続的な農業経営発展の不可欠の要件となるのではなかろ うか。施設園芸には農業公
害一 農薬の拡散による環境汚染一一防止という機能 も,副次的に期待できる。かつて養蚕が盛
んに行われていた時代には,野菜栽培農家の農薬散布によって,しばしば周辺桑園が汚染され,
一50一
施設型農業の展開 とその諸問題に関する一試論
蚕児に甚大な被害を与えるような事態の発生がみられたし,また,近年でもある種の根菜類連作
地域では,播種期の農薬灌注によって,近隣の住民に健康不安を与えている事例 もみられる。
また,施設園芸においては,長年の同一作物の連作によって地力低下をきた し,連作障害の発
生する可能性があることも否定できない。その対応策として,草体生育に直接係わ りをもつ土壌
環境の整備を 目的として,土壌煉蒸剤による土壌の消毒や有機質肥料の投入がなされていて,現
段階ではその効果を発揮 しているようにみえる。 しか し,これらの対応策が効果を発揮 しな くな
った場合の,次の対応策にはどんなものがあるのであろうか。さらに,長期的視点よりすれば,
生産物の市場価格に趨勢的低下傾向がみられるので,農業経営がその収益を確保するためには,
さらなる規模拡大を指向するか,よ り有利な作 目への転換をはかるかの選択をせまられることと
なる。家族的農業経営が規模拡大を指向する場合には,労働集約 と労働粗放(収 量変動に直接影
響を及ぼす基幹作業過程への労働の傾斜配分 ・重点配分と補完作業過程の省力化)と いう相反す
る解決すべ き課題に,また,よ り有利な作 目への転換をはかる場合には,新規に如何なる作目を
選択 ・導入す るべ きか とい う課題に,直面せ ざるを得ない。さらに,施設園芸は,「露地栽培か
ら施設園芸への移行」圧力と,それによってもたらされるであろう 「過剰生産問題」,また,個
別施設園芸経営の 「規模拡大」要求と,それによってもたらされるであろ う「過剰生産問題」に,
早晩直面せざるを得ない。「過剰生産問題」は農業経済学における農業恐慌の問題だけにとどま
らず,環境経済学の上からいっても重要な問題 といえる。従って,この点からの検討も今後の課
題 といえよう。
注
1)『施設型農場』とい う用語が初めて使用されたのは,昭和46年度の 『農業白書』においてである。その
農業白書によれば,「一 一 したがって基乾作物の種類の違いによって一概に分類することには問題があ
るが,これを主として経営集約度の関連からみると,事業活動の規模が一般に土地面積の広狭に左右さ
れる部門の農業経営を仮に土地利用型農業とし,資本規模の大小に左右される経営を施設型農業とすれ
ば土地利用型農業の生産は最近停滞的に推移 しているものが多いのに対し,施設型農業のそれは発展を
持続するとい う対照的な傾向がみられる。一…一(下線筆者)」(昭和46年度r農 業白書』53頁)と記述
している。その用語は民間でも使われ,次 第に定着するようになって きた。施設型農業は,施設野菜園
芸や中小家畜生産のように,施設 「使用」をその前提条件とし,その施設規模の大小によって,所得水
準が規定される 『施設 「利用」型農業』といい得るであろう。施設野菜園芸については,昭和30年代初
頭より,先進的な篤農 ・精農によって竹材を骨組みとした 「かまぼこ型中型 トンネル」,木材を構造材と
した園芸施設が設置され,現在の施設野菜園芸全盛時代の口火が切られた。その後,園 芸施設は,構造
体材質の金属化がはかられたことに伴い,施設の大型化が進められ,さ らに園芸施設に集中白動暖房施
設,集 中自動灌水 ・施肥施設,自動強制換気施設,炭酸ガス発生装置等の諸施設が併置されることによ
って,その特質である 「資本集約的性格」を一層明確にした。
これに対 して,イ ネ ・ムギ ・イモ類 ・乳用牛のような上地への依存度の高いものとしての土地利用型
農業は粗放的であ り,農業構造政策の推進がはかられることによって,展開が一層期待 される性格の強
い農業分野である。
2)野菜の定義については,こ れまで種々なされてきている。野菜園芸大事典では 「加工の程度の低いま
一51一
明治大学農学部研究報告 第99号(1994)
まで副食 に用いる調理用草本性植物(curinaryherb)あるいはその一部 とい うことがで きる」(清水茂監
修改訂追補 『野菜園芸大事典』養賢堂,昭 和60年,1頁)と してい る。 また,農 業統計用語事典では,
野菜 とは 「食用に供 し得 る草木性の もので,そ の利用が副食物的な もの」(農政調査委員会編r農 業統計
用語事典』農山漁村文化協会,昭 和50年,187頁)と定i義してい る。なお,メ ロソ類,ス イカ,イ チ ゴ等
の果実的野菜,野 菜の生産,出 荷に係る統計に関 しては,野 菜 として取扱い,卸 売段階以降の流通,消
費 に関す る統 計では,卸 売市場の慣例に したが って,果 実 と して取扱 っていると している。 また,疏 菜
園芸の事典では,疏 菜 とは 「主として副食物 として食用 に供せ られ,柔 軟多汁 な形質を備 え,生 鮮食品
として供給 されることを本態 とし,生 食 または調理 されて利用 される草本性植物」(佐藤隆r疏 菜園芸の
事 典』朝倉書店,1991年,1頁)で あるとしている。いわゆる青物,野 菜物が これであ り,わ が国では
「野菜」 とい う語が 「疏菜」の同義語 と して慣用 されて きたとされ る。 なお,戸 田博愛 氏は,生 産の観点
からの定義 として 「栽培 され,生 鮮 もしくは若干加工 して出荷す る草本性の植物」である としてい る。(戸
田博愛r野 菜の経済学』 農林統計協会,平 成元年,3頁)な お,本 稿中の 「作物名」の表記は,日 本作物
学会編 『作物学用語集』改訂1版,養 賢堂,昭 和62年,に従 った。
3)1990年世界農林業セ ンサ スによれば,野 菜(露 地)収 穫農家数は,230万戸であ り,こ の うち野菜販売
農家数は60万戸であ って,野 菜 を販売 している農家は,野 菜収穫 農家 の26.3%に過 ぎない。なお,野 菜
販売農家の うち,30a未満の農家は35万160戸でその過半を占めてい る。1ha以 上の農家数は68540戸で
あ り,野 菜販売農家数の11.3%に過 ぎず,特 に,2ha以上の農家は北海道に多 くて7900戸,本州では長
野県の1830戸が最も多い。'
4)野 菜生産においては,特 に,作 型 の選択が重要性を もって くる。 作型 とは 「野菜種類の内在的遺伝的
要素 と,そ れに働 きかける外部環境要素 との相互作用の ヒに,農 業経営的に成 り立つ栽培技術体系」(清
水茂監修 『前掲 書』18頁)で あるとされ る。生育期間が比較 的長 く,温 度適性の幅のある野菜 は多彩な
作型分化を遂げてきた。1948年キ ャベツについて 「栽培型 」とい う用語が用い られ,ま た,「作付け型」
とい う用語が用いられたが,1956年に 「作型」なる言葉 が用い られるよ うになったとされ る。作型は,
季節,標 高,緯 度,品 種の生態型,施 設 ・資材,社 会的条件 に よ り分化 してい く。 また,本 来適温の幅
は比較 的狭 く,作 型の分化の困難 とみ られる果菜類 も,人 為環境の造成が容易にな ったため,著 しい作
型分化がみ られ るようにな って きた。農業統計用語事典では 「野菜栽培においては,従 来 の栽培形態以
外 に,経 済有利性を確保す るため,主 として気象条件等 の制約 条件 を人工的に回避す るために とられる
栽培型 を総称 して作型 とい う」(農政 調査委員会編r前 掲 書』188頁)と定義 してい る。
5)レ タスの施設園芸生産 については,つ ぎの論文 に詳述 されている。西山久徳 「戦後 日本農業における
商品生産 の形成 ・発展 と農業危機」『戦後農政 と農業』明治大学農業総合研究会編,白 桃書房,1984年,
27～82頁。なお,「野菜生産 出荷安定法」成立前史及びその意義 ・役割 については,鈴 木忠和 『野菜政策
の発現 と発展』巖南堂 書店,平 成6年,か ら,ま た,1中央卸売市場法」の成立を中心 とす る,青 果物取
引の基本的性格 については鈴木忠和r青 果物市場 の経済学 と制度学』巖南堂書店,平 成2年,か ら多 く
の示唆を うけた。
-6)稲山光男/高橋英生 『作型を生かすキュウリのつ くり方』農山漁村文化協会,昭 和62年,12頁
7)キ ュウ リの栽培については,各 産地が端境期の収穫出荷を 〔標に して,ま た,早 期 出荷の長期収穫に
よる粗収益 の確保をfi標に して,作 型を分化させて きた。 キ=ウ リの作型は,r作型 を生かすキ ュウリの
つ くり方』によれぽ,次 の ように区分 される。(稲山光男/高橋英生 『前掲書』28頁)
促成栽培購 翼
一・襯 半蹴 培{㌶竃型
加温長期型
抑制栽 培 加温短期型
無加温型
トンネル早熟栽培
露 地 栽 培 普通抑制
普通抑制栽培地
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なお,『野菜園芸大事典』では,作 型を促成,半 促成,早 熟,夏 キ ュウリ,秋 キ ュウ リ,緩地抑制,ハ
ウス抑制,長 期1作 型に区分 している。(清水茂監修 『前掲書』787頁)
8)キ ュウリの摘心栽培の草姿 図を示 してお く。 これは,第1表 に示 してあるA株 の ものである。なお,
各節近傍の数字 は,そ の節か ら果実を収穫 した月 日を表 している。
キュウリ草姿図
7/10
4/22
5/13
5/125/10
誘 引 テ ー プ結 び 節 》
5/19
5/17
5/095/12
6/16
6/23
7/03
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9)付 表11992年春作キュウリ(AS級品)の収穫期間中10日間毎の収量変動の推移
(単位:kg,%)
期 間 10a当た り収量 同左収量比率
4月1日 ～4月9日 142.8kg 3.46%
4月10日～4月19日 398.6 6.38
4月20日～4月2g日 780.0 12.48
4月30日～5月9日 651.4 10.42
5月10日 ～5月19日
"」
666.9 10.67
5月20日～5月29日 985.7 15.77
5月30日～6月8日 868.6 13.89
6月9日 ～6月18日 474.3 7.59
6月19日～6月28日 411.4 6.58
6月29日～7月8日 537.1 8.59
1
7月9日 ～7月13日 334.2 5.35
10a当た り出荷量
一
6251.0
一 一AA「 早
100.00
注)本 表の資料は,A農 業経営がT青 果市場に出荷 して受領 した 「仕切
伝票」の内容を,筆 者が集計 ・整理 して得 られた1992年春作キ ュウ
リ(AS級 品 ・10a当hり)の 数値であ る。収穫初期の4月1日 ～
4月9日 ・収穫終期 の7月9日 ～13日については,収 穫 日数が10日
間 とな っていない。
10)付表2キ ュウ リの包装規格(5kg当 た り)は下表の通 りである。
(単位 本数、g)
一 __rP-w^早
等級 規格 標準本数 果 重
A SS 60本80～90g
A S 54本90～100g
A M 45本100～120g
A L 35本120～140g
別 S 54本
B S 54本
C 35～60本
注)A農 業経営が出荷 しているT青 果市場におけるキュウ リ
の包装規格はh表 の通 りである。A等 級品は,形 状 ・品
質 ・色沢良好な もの。 別sは,太 くて短 いもの。BSは,
曲が り3cm以 内の もの。Cは,曲 が りの太細込み。 な
お,出 荷包装量 日は5・10kgを基準に してい る。
11)相対概念については,本学農学部農芸化学科の川村史郎助教授,並びに井川憲明助教授の助言を受け
た。また,農学科の渡辺直道助教授,並 びに工藤馨専任講師から資料の提供を受けた。同 じく鳥倉弘文
専任講師から種々助言を受けた。
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12)付表3各 年次春作 ・秋作収穫開始及び終了日
A
w
春 作 収 穫 秋 作 収 穫
年次
開始 日 終了日 開始日 終了日
1974年 4/14 7/20 9/10 12/01
1975年 4/10 7/10 9/12 12/05
1976年 4/09 7/15 10/05 11/25
1977年 4/06 7/06 9/13 11/24
1978年 3/17 7/10 9/13 12/05
1979年 3/11 7/16 9/11 12/28
1980年 3/13 7/06 9/18 12/24
1981年 3/16 7/10 9/10 11/26
1982年 4/06 7/09 9/13 11/26
1983年 4/15 7/18 9/13 11/21
1984年 4/17 7/03 9/17 11/28
1985年 4/17 7/19 9/20 11/30
1986年 4/07 7/17 9/25 11/30
1987年 4/03 7/05 9/23 11/27
1988年 4/10 7/10 9/23 11/27
1989年 4/02 7/11 9/21 11/30
1990年 4/01 7/11 9/21 11/30
1991年 3/28 7/08 9/19 11/21
1992年 4/05 7/10 9/22 11/26
注)本 表 の資料は,A農 業経営がT青 果市場 に出荷 して受領 した 「仕切伝
票」の内容を整理 して纏 めた ものである。収穫期間は春作で約100日,
秋作で約55日であ る。春作の播種 日は2日 初旬,定 植 は3月 初旬であ
る。秋作 の播種 ・定植は,8月 初旬である。 但 し,1978年2月に,高
能率生産団地育成対策事業に係わる補助 金を受けて,10aの加温設備
を有す る新型大型 ハウスが導 入されたため,1978年～1981年の春作 で
は,そ の10a分については30日程(1月 初旬播種,2月 初旬tこ定植 ・
加温)通 常の年 より収穫開始時期が早 まってい る。 また,1978年～
1980年の秋作で も,10aの新型大型ハウスでは,11月中旬よ り加温 し
てい るため,収 穫期間が長 くなっている。
13)斉藤修 『産地間競争 とマーケテ ィング論』,日本経済評論社,1986年,49頁
14)キ ュウ リの原産地について,1原生種は まだ発見 されていないが,DeCandolle(1882)はヒマラヤ南
山麓で野生状態 にあるキ ュウリの近縁種が採集 された ことや,イ ン ドでは三千年前か ら栽培 されていた
と伝え られていることな どを根拠 に して,そ の原産地をイ ンドと推定 した」としている。(清水茂監修 『前
掲 書』775頁)
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15)付表4年 次別春作 ・秋作キュウリの市場出荷数量
(単位:kg)
年次 春作出荷量 秋作出荷量 年次 春作出荷量 秋作出荷量
1974年 8,590kg 4,390kg 1984年 10,570kg 4,245kg
1975年 5,400 5,315 1985年 11,695 2,855
1976年 8,595 1β35 1986年 9,925 4,830
1977年 8,870 5,450 1987年 9,555 4,790
1978年 8,855 4,270 1988年 9,680 4,070
1979年 9,585 5,975 1989年 10,905 4,725
1980年 9,485 6,285 1990年 10,015 4,830
1981年 9,455 4,475 1991年 9,885 3,885
1982年 10,435 4,775 1992年 11,030 4,360
1983年 9,560 4,085
注)本 表の資料は,A農 業経営が1974年から1992年までの間,T青 果市場に出荷 して受領 した 「仕切伝
票」の内容を,年 次毎に集計 ・調整 して得 られた数値である。但 し,本 表数値 は10a当た りの 「市
場出荷数量」であ り 「全収穫量」ではない。端数は4捨5入 している。
16)Zチ ャー トグラフの作成については,矢 尾板 日出臣 『施設 園芸の計数管理』,明文書房,1990年,第1
,
編,第2章 に因るところが多い。
17)「家族的農業経営における農業投資の口的」,「家族的農業経営における農業投資の経済的機能」,「農業
投資の経済的な基本 目標」に関する記述は,亀谷是 『農業投資の経済理論』農林統計協会,昭和50年,
に因っている。
18)国弘員人 『損益分岐点新講』,同文館,昭和29年,第3章,山辺六郎 『管理会計』,千倉書房,昭和43
年,第11章に因るところが多い。
19)固定費は,あ る操業期間において,売上または操業度の上昇に関わ りなく,一定期間の総額が一定 し
た原価要素である。その主要な内容は,物的施設及び基本的な経営組織の活動に関わ りをもつものであ
る。従って,固定費を下記のように4区分 して取 り扱う。
(a)園芸施設の年減価償却額は,残存割合10%,耐用年数10年,年間利用率100%として算出した。園芸
施設10a当た り年償却額は次の通 りである。
取得価 耐用年数10a当 た り年償却額
園芸施設1,500,000円10135,000円
(b)園芸施設以外の固定資本財の年減価償却額は,残存割合
設野菜園芸部門の年間利用率90%として算出した。
トラクター
トラック
軽 トラツク
噴霧器
作業場
取 得 価
3,500,000円
1,200,000
700,000
120,000
1,7500,000
耐用年数
8
6
6
6
26
年 償 却 額
354β75円
162,000
94,500
16,200
54,519
10%,耐用年数は各項 日の数値に よ り,施
小計8,770,000681,594円
園芸施設以外の固定資本財の年減価償却額 は681,594円とな る。 この金額 をさ らに 「10a当た り負担額」
の数値を求め るために,総 施設野菜園芸面積が35aであ るので,3.5で除 して求めた。園芸施設以外の固定
資本財の10a当た りの年減価償却額は194,741円である。
(c)固定資産財利子見積額 園芸施設分68,250円
園芸施設以外114,010円
小 計182,260円
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園芸施設分68,250円は,園 芸施設取得価に4.55%を乗 じて求め た。園芸施設 以外114,010円は,園 芸施設
以外 の固定資本取得価8,770,000門に4.55%を乗 じ,さ らに,総 園芸施設面積が35aであ るので 「10a当た
り」の数値を求め るために,3.5で除 して求めた。利子率 を4.55%とした理 由は,総 合施設資金の農林公庫資
金貸付金利が,平 成4年3月13日 以降,上 記利子率とな ・)ているか らであ る。
(d)地代 見積額(10a当 た り)68,400円
地代見積額は,畑 の所 有権 の経営間移転 の実勢価格に4.56%を乗 じ,そ の半額 を計上す るこ ととした。
4.56%とした理 由は,農 用地取得資金の農林公庫資金貸付金利が,平 成4年3月13H以 降,上 記利子率 とな
・っているからである。
以上,固 定費計上額 は,合 計648,801円である。
20)変 動費は,一 定の生産,販 売能力の もとで,操 業度の増減 に応 じて一定期間 におけ る総額が変動す る
原価要素である。従 って,変 動費を下記の ように区分 して取 り扱 う。
㈲ 流動費
(b)販売費
種子費
肥料費
農薬費
燃料諸材料費
60,000円
120,000
117,300
153,535
小計450,835円
包装費(@¥145*3,000)435,000円
手数料(¥4,966,129*0.08)397,290
小計832,290円
(c)労賃見積額(@¥630*1,500時間)
以上,変 動費計上額は 合計
21)1991年の キュウ リ年間売 ヒ高は4,966,129円である。その内訳は,春 作キ ュウ リ2,627,443円(春作収
量9887.1kg,単価265.7円)秋作キュウリ2,338,686円(秋作収量4,674.3kg,単価500.3円)である。
22)規 模拡大には 「土地面積や労働 力,資 本等の投入要素 の量 てみ る規模(フ ァーム ・サイズ)と それ ら
を使 って生産 した結果 としての産 出量(粗 収入,所 得な ど)で み る規模(ビ ジネス ・サイズ)の 二つの
規模概念があ る」(秋野正勝 ・今村奈良臣 ・荏開津典生 ・田中学 ・和田照男 『現代農業経済学』東京大学
出版会,1978年,25頁)とされる。
23)矢 吹万寿,古 在豊樹,高 橋 和彦,1:本俊平,加 藤 徹,中 川 昌一 『施設 園芸学』朝倉書店,1983年,
3頁
945,000円
2,228,125円で あ る。
一57一
